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1は じ め に
わた くしは,さ きに 「フ ランス民法 と内縁 」 とい うテー マの もとに,フ ランスに
おいて内縁 が ど うい う原因 で発生 してい るか,そ して それが民 法典 の うえで どの よ
うに保 護 され規 整 され てい るか,に ついて きわめて大 ざっぱ な紹 介 をした(小 樽商
科 大学五 十周年記念 論文 集483頁以下)。 そ こで約束 してお いた 「フ ランスにお け
る社 会立法 と内縁 」に関す る考察 をす るのが小 稿 の 目的 であ る。 しか しこの問題 に
関す る文献 は あま り多 くな く,し か も入手 しえた もの も二 ・三 の ものにか ぎられ た
ために,こ の紹介 もまたは なはだ不 十分 な ものに な った。 この こ とをは じめにお こ
とわ りして お く。
フラ ンスの判例 お よび学 説は,民 法典 の規定 の適用が問題 とされ る範囲内で
は,一 般 的 にい って,内 縁 の保護に きわ めて きび しい態度 を とってお り,そ う
す る ことに よって適法 な男女の結合す なわ ち民法典 の婚姻制 度 を擁 護す る こと
に奉 仕 して きた。そ こには,内 縁 を ときに不道徳 な もの とみ るよ うに ・もっ
ともフ ランス語 のconcub血ageにはわが国のいわゆ る妾の よ うな もの も含 まれ
てい るが,宗 教的潔癖の態 度 さえみ られ る。 この ことは前 稿で のべた とこ
ろで あ るが,そ れは ともか くと して も,こ の よ うな判 例あ るいは これ を支持 す
る学説 の きび しい態度に もかかわ らず,自 由結合 詔内縁はあ と を た た な か っ
た。 しか もそれ が,主 として,財 産 を もたず つね に失業 の危険に さ らされ なが
らそ の 日そ の 日の生活 を送 っている労 働者階級 を基盤 と して発生 している とこ
ろに,こ の問題 の深刻 さが ある。す なわち,か れ らが正式 の婚 姻に入 らず 内縁
関係に とどまってい るのは,た んに婚姻の手続 がわず らわ しいか らだけで はな
い。そ れは,民 法典の婚姻方式 がかれ らと異質 の存在であ る とい うこと,お よ
び,そ の理 由 とともに,こ れ は もっとも重要 な ことと思われ るが,そ もそ も民
法典に規定 され てい る婚姻 の効果 がかれ らに とっては無関係 な もの,無 意味 な
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もの となっている,と い うところに由来す る。婚姻に付与 されている重要な効
果である夫婦財産制や法定相続は財産をもたないかれ らには無縁な存在 と化 し
く　　
てい る。だから,民 法典の範囲内で内縁がきび しく取扱われていても,か れ ら
にはそれほ どの痛痒 を感 じないのである。 しか しこの ことは民法典およびその
婚姻制度の側か らみれば,こ のような地位にある労働者階級が全人口の相当の
部分をしめていることか らも,一 個の深刻な問題た るを失わないのであ る。
ところで,二+世 紀に入って資本主義経済が高度に発展 し,そ こか ら析出さ
れてきた労働者階級の一般的貧困化に ともなって,こ れ ら労働者を中心 として
貧困化 した,あ るいは貧困の危険に さらされている一般大衆の福祉をまもるた
めの一連の立法,す なわち社会立法といわれ る法体系が各国に生 まれて きた こ
とは周知の とお りである。その中心 をな してお り,今 日重要な地位をしめてき
てい るのは,い うまで もな く社会保障立法である。 フラソスにおいては∫すで
に十九世紀後半に この先駆をなす立法がつ くられ,そ の後二つの大戦ごとに ま
す ます質量 ともに完備されて きたが,と りわけ第二次大戦後は,そ れ までの制
度の欠陥を是正 し,こ れを統一的組織的制度た らしめようとす る努力がは らわ
れて,つ いに1945年10月4日の命令 を最初 とす る種 々の法令に よって,あ たら
(2)
しい社 会保障の一般制 度が樹立 され た。 また一般大衆 の居住 の安定性は,は や
く1918年の借家特別法 以来,い くたびかの改正 を うけて現行 の1948年9月1日
ゆ 　
法に よって確保されている。そ して,民 法典の諸規定にはあまり関心を しめさ
ない労働者階級に とっても,か れ らの生活を直接に保障 しているこれ らの社会
立法は重大な関心事 となった。
社会保障の目的は,お よそ貧困にあるすべての人,お よび扶養すべ き未成年
(1)Edmond・NoεlManine,Led6veloppementdela】6gislationsocialeetladroitdela
tamille,Rev.Trim.,1956,p.656.
(2)フ ランスの社 会保 障制度 に関す る女献 としては,主 として高 橋武 「末 高信編 ・
各 国の社会保 障 皿」(昭和30年)129頁以下 を参照 した。 その他,清 水金 二 郎 「社 会
保 瞳制 度 」(昭 和31年)77頁以下,平 田富 太郎 「今 日の社会保障 」(昭 和32年)53
頁 以下 に も フ ランスの制度が紹介 され てい る。 フ ラ ンスの現行制 度は,一 般社 会保
障制 度 としての,家 族手 当,社 会保 険,業 務災 害保 険 の三部 門 と,失 業扶 助制 度お
よび公 的扶助制度 か らな ってい る。
(3)フ ランスの借家 法 を紹介 した もの として は,関 口晃 「居 儒権 の比 較法的研究 ・
フ ランス」法 曹時報4巻2号(昭 和27年)59頁以下,有 泉亨編 「借地 借家法 の研 究
一比 較法的考察一 」(昭 和33年)中の 「フランス法 」(関 口晃)が あ る。
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の子,病 人,老 齢者をもつすべての人に援助 をす ることである。それ故今 日で
は,社 会立法は,民 法の規定 とな らんで家族生活に重大な規制 をおよぼすにい
た ったのである。
フランスにおいて も,家族生活はこの民法典の家族規定 と種 々の社会立法と
い う二つの法体系に よって保護規整 されている。ところで一般的にいって,両
体系の志向するところあるいはその構造には大 きなちがいがある。すなわち,
前者が,親 族 とい うPerson相互の観念的抽象的つなが りを骨軸 として くみた
てられているのにたい し,後者は,を のような市民法的構造によっては救済 さ
れえない現実の社会的弱者の利益をまもるために生まれてきた法分野であるか
ら,現 実の家族共同生活のなかにおけるMensch相互の現実的つなが りを問題
くり
とする。具体的にその差異は,た とえば,民 法典において重大なものとされて
いる婚姻 と内縁,お よび嫡出子 と非嫡出子の厳格な差別は,社 会立法において
はあまり重要視 されず,む しろ廃止され る傾向にある,と い うところにあ らわ
れてい る。 したがって,こ のよ うな社会立法が増大 して くると,あ る程度それ
は民法典の観念的抽象的構造に修正をもた らす ことにな り,その結果 この二つ
の法体系の相互関連をとお してあた らしい家族秩序が形成 されてゆ くことにな
ろ う。
こうした問題意識をもって,以 下,フ ランスにおける社会保障立法と借家法
について,内 縁が どのように とりあつかわれているかを概観 しようと思 う。
2社 会保障立法 と内縁
さ きに もす こしのべ たよ うに,フ ランスに おいては,1945年に商工業 労働者
を中心 に実施 され る社会保障の一般制 度が設け られ た。それ はそ の後い くたの
改正 を うけて,現 在 は1956年12月10日のデ ク レに よ っ て 「社 会 保 障 法 典」
(Codedelas6curit6sociale)とい う一個 の法典 の形 をな している。 この一般制
度は社 会保険,業 務災害,家 族手 当 の三 部門で構成 され てい るので,以 下 この
一般制 度のそれ ぞれ の部 門で ,内 縁が どの よ うに と りあつかわれ ているか をみ
(1)市 民 法 と社 会法 の関係 につい ては,法 律時報30巻4号 参照。
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くり
よ う。
1社 会保険の部門
社 会保険では疾病 ・出産 ・廃疾 ・老齢 ・死亡 な どの給付がお こなわれ る。 こ
の うち疾病 ・出産 ・廃疾保険の受給者 には明文上 内縁の妻 が含 まれ ていないば
か りでな く,直 接 内縁 の妻 の適用 が問題 となる よ うな規定 がない。 また老齢保
険の被保険者が死亡 した場合 の切換年金(pensionder6version)も,受給者 は
被保険者 の扶養 を うけ ていた65歳以上の配偶者 と され て い る の で(法 典351
条),内 縁の妻 に適用 の余地 はない。
澗題 なのは,社 会保 険の被保険者が死亡 した と きその遺族 に支給 され る死亡
一時金(capitaldecさs)であ る。1945年10月19日オル ドナ ンス74条お よび これ
を承継 した 法典364条一項 はつ ぎの よ うに規定 してい る。 「一時金 は,死 亡 の
日に,被保険者の現実,完全かつ継続的扶養 を受け て(6t.blachargeeffective,
totaleetpermanentede1'assur6)いた者に先 順位 に支給 され る」 と。そ こで 内
縁 の妻 は この被保険老 の 「扶 養 を受け て い た 者」(personnebcharge)には い
るか ど うかが問題 となった。
訴 訟委 員会(commissionscontep-tieuses)の間では この条文 の解釈 につ き意見
が対立 し,つ いに 被穀院が判断 を下 さねばな らな くな った。事件 は,内 縁 の妻
が 自分 の名儀 とと もに 被保険者 との間に生 まれ た私生子 の監護者 と して死亡一・
時金 の請求 を し,他 方,事 実上別居 してい る正式 の妻 は被保険者 との婚姻か ら
生 まれ た未成年 の子 の名義 とともに 自分 の名義 で も一時金 の請求 を して きた,
とい うものであ る。 これに対 し地域委 員会(conエmissionr6gionale)は,被保険
者 の現実,完 全かつ継続的扶養 を うけていた ことを証 明 した 内縁 の妻に一時金
を付与 した。 しか し破穀院民事 部は,適 法家族 と自然 家族 が併存 し,し か も両
方 と も被保険者の扶養 を うけ てい た場合には,適 法家族が 自然 家族に優先 しな
く　　
け れ ば な ら な い,と 判 示 し て 正 妻 の が わ(そ の 子)に 一 時 金 を 与 え た 。 こ の 判
(1)E.Manine,op.cit.,p.655etsuiv.;Andr6Rouast,】Las6curit6s㏄ialeetle
droitdefamille,dans`Ledroitpriv6franqaisaumilieuduXXesi6cle:6tudesoffertes
aG.Ripert'T.1,1950,P.346;Lafemmemari6eetlaconcubineaupointdevuede
lal69islationsociale,dans`Conditionsde】'6pouseetdelaconcubine'1956,P。36.
(2)Civ.17.nov.1955,J.C.P.,1955.2.9085.Mart・ne,oP.cit.,P.662よ り 。
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決か らすれ ば.適 法家族がい ない場合には,内 縁の妻 の請求権 がみ とめ られ る
ことにな るわけ であ る。 また配偶者は被保険者 と法律上 も しくは事実 上別居 し
"てい てはな らないので あ るか ら(法 典364条2項) ,正 妻 との間に子 がな く,
被保儲 が正妻を遺棄 して内縁の妻鰍 養 してし・腸 合にぽ?内縁の妻が受給
権 を有す る ことに なろ う。 ル アーは この よ うな結果 を非難 し,「 扶養 を受けて
(2)
い た 者 」 に 内 縁 の妻 を ふ くめ る こ とに 反 対 して い る 。
2業 務 災 害 の 部 門
業 務 災 害 に よ っ て 夫 が 死 亡 した 場 合 に は,そ の寡 婦 に 年 金 が 支 給 さ れ る 。 し
か し こ こ で は 法 文 が 「被 保 陳 者 の 配 偶 者 」(leconjointde1'assur6)と明 記 し て
い る の で(法 典415条3項),内 縁 の妻 に 関 す る 問 題 は お こ っ て い な い 。
3家 族 手 当 の 部 門
こ こ に は,産 前 手 当(allocationsprenatales),出産 手 当(allocationsde
rmaternit6),家族 手 当(allocationsfamiliales),単一 賃 金 手 当(allocationsde
.salaireunique),住宅 手 当(allocationsdelogement)があ る 。 フ ラ ソス の 家 族 手
当 制 度 は 社 会 保 障 制 度 の な か で も特 徴 的 な 部 分 で あ り,そ の 高 い 給 付 は 社 会 的
くヨラ
賃 金(賃 金の社会化部分)で あるといわれている。そ してまた,そ こに出生率
引上げ等の人口政策的な考慮がみ られ ることも一般に指摘 されているところで
くの
ある。すなわち,一 般的な家族手当の受給権者 としては,フ ラソスに居住する
すべての者をふ くみ,職 業活動に従事 しているか,職 業活動不能の証明をした
者で子を扶養 している者,と されてい る(法 典511条,513条)。したがって
未 成年の子の養育が この制度の中心をな しているわけであ り,しか も子につい
て嫡出子 と非嫡出子の差別 を設けていない。そ してこの反射的効果 として,正
妻 と内縁の妻 との差別もほ とんど設け られていないのである。
もっともご く小さな差別はある。出産手当 と産前手当をのぞいては,職 業活
動不能の証明をしなければな らぬのであるが,寡 婦は この証明を免除されてい
(1)も っ と も子 が な く と も,被 保 険 者 に 直 系 尊 属 が あ れ ば,直 系 尊 属 が 第 三 順 位 に
請 求 を な し得 る(法 典364条2項)。
(2)A.Rouast,`Conditions'P.37.
〈3)社 会 保 障 年 鑑1961年 版181頁。
く4)高 橋 ・前 掲315頁 。
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るのにたい し(法典513条前段),内 縁の妻は二人以上の子がある場合にのみ
証明が免除されるので(法 典513条後段),こ の点 で差 別 を うけることにな
る。 しか し狭義の家族手当は第二子か らしか支給されないので この手当につい
ては寡婦 と内縁の妻は同等にな り,したがって ここにみ られ る差別 も重大なも
のではない。個 々の手当について簡単にみてゆ こう。
まず産前手当お よび出産手当は1946年8月22日法によって設け られた もので
あるが,婚 姻女性 と未婚女性の区別な く,すべ ての懐胎中 もしくは出産 した女
性に支給 されるものである(法 典516条,519条)。この二つの手当は,要 す
るに,貧 困か ら堕胎や嬰児殺 しのおこなわれるのを防止 しよ うとい う人 口政策
的配慮に もとつ くものであろ う。 しか しルア「は,「 人 口統計上の配慮は道徳
や家族的考慮を無視するものであってはな らない。数がすべてではな く,質は
もっと重要である」 と,婚 姻 している母 と未婚の母に同等に この手当を支給す
くの
ることに反対 している。 また,狭 義の家族手当は,二 人以上の子 を養育 してい
る者に支給 されるのであるが,こ こでも不適法な家族が除かれていない。単一
賃金手当 も同様である。 この手当は,賃 労働による唯一の職 業 的 収入 しか得
てお らないで,子 を養育 している世帯 もしくは個人に 支給 され る ものである
(法典533条)。そ して これは,嫡 出子 と私生子の区別な く付与 され る家族手
く　　
当の補充をなす ものと考え られている。家族手当とのちがいは,受 給権者が世
帯 もしくは子の親であるとい うことと,一 人の子女をもつ ようになると直ちに
支給 され る点に しか存 しない。 ところで1943年以前においては破穀院の判例で
この手当を私生子の母に支給することを拒絶 したものがあったが,そ の後は上
にみた ように,正 式な婚姻 と内縁を区別せずにすべての世帯 と人に支給 される
ように明文化 されているので,こ の手当で も婚姻 と内縁は同等にあつかわれて
いるわけである。
な お 失 業 手 当 の 立 法 で は,内 縁 に つ い て な に も 規 定 され て い な い が,実 は こ
の 法op欠 鉄 に よ っ て 内 縁 夫 婦 は 有 利 と な っ て い る 。 す な わ ち,失 業 者 の 配 偶 者
(1)A.Rouast,M61angesRipert,T.1,P.351.
(2)A.Rouast,op.cit.,p.351;E.Manine,op.cit.,p.661.
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はみずか ら労働 していない場合には この手当 の 割 増 金(majosation)をうけ る
が,こ れ は もちろん通 常の失業手当 よ りもず っとす くない ものであ り,こ れに
反 し,内 縁夫婦が二 人 とも失業 してい る場合には なん らの制 限 もな く,二 つの
くめ
失業手当を受け うるわけである。 しか しこれは完全に立法技術に属する問題と
いえよ う。
3借 家 法 と内 縁
借家関係で内縁の妻の地位が問題 となるのは,主 として,内 縁夫婦が夫名義
の借家で同居生活をしている中途で,内 縁の夫が死亡 した とか,あ るいはかれ
がその住所すなわち借家か ら一方的に立去 って行 った,と い う場合であ り,そ
の場合,内 縁の妻はなおその借家で居住を継続できるか,と い う問題がおこっ
(2)
て くる。 まず内縁の夫が死亡 したときは,賃 借権が相続の対象 とされていても
内縁の妻には相続権がないか らかの女の居住はその日か ら不安なものになる。
また借家の名義人たる夫がその住所 を放棄 した場合,と くにその際家主と賃貸
借を合意解約 して行つた場合 も同様である。
フラソスで も内縁の妻についてのか ような問題は,と くに借家人を保護する
特別法が制定 されて以来,そ の適用をめ ぐって提起され,内 縁の妻の居住権を
保護する多 くの判例がでている。以下,そ の適用問題に関する判例を分析 した
くの
シュヴ ローの論文 を中心 に,こ れ を紹介 しよ う。
まず1926年4月1日法はその第3条 で,期 間延長(prorogation)の権利は,
賃借 人 または 占有者 が住所 を放棄 した とか死亡 した場合 にかれ と常時同居 して
いた,か れ の家族構成 員 もしくはかれの扶 養を うけていた者 に取 得され る,と
規定 してお り,内 縁 の妻は この期間延長 の権 利 を有す る もの とされ そいた。
(1)E.Martine,op.cit.,p.663.
(2)賃 借 権 が 相 続 の 対 象 と な る こ と は わ が 国 で 一 般 に 承 認 さ れ て い る と こ ろ で あ
る 。 フ ラ ン ス に お い て は,民 法1742条 が 「賃 貸 借 は,賃 貸 人 ま た は 賃 借 人 の 死 亡 に
よつ て 解 除 さ れ な い 」 と し,こ の 規 定 は 賃 借 権 の 相 続 を 認 め た 規 定 と され て い る(
た と え ば,G.RipertetJ.BoUlnger.Trait6deDroitCivil,T.III,nQ1666).
(3)M.CheverotetLPet面,L69islationsurlesbauxaloyers,dans℃onditionsde
1'6POuseetdelaconcubincdanslal6gislationfrngais',1956,P.10etsuiv.なお,個
々 の 判 決 の 紹 介 は 省 略 す る。
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つぎに現行1948年9月1日法の4条1項 および5条1項 の規定 をかかげよ
う。
第4条 第1項
「第1条 および第2条 に規定 された家屋の善意の占有者は……法律上当然
にかつ何 らの形式の履践をも要せずに,本 法の諸規定に反 しない限 り従前
の契約 の文言と条件において,占 有維持 の利益を取得する。」
第5条 第1項
「第1条 が 目的とす る家屋についての占有維持権は,占 有者の住所放棄あ
るいは死亡の場合には,6ヵ 月以前か ら占有者 と常時同居 していた,占 有
者の家族構成員あるいは占有者の扶養を受けていた者に帰属す る。」
この4条 および5条 の規定 す る 占有維持(lemaintiendansleslieux)は,
1926年法の期間延長 と同趣 旨のものであ り,適法な権原に もとつ く賃借人ある
いは 占有者を立退の不安か ら保護す ることを目的 として,そ の居住すなわち家
屋 占有を法律的に強化 したものである。
内縁の妻は この規定の保護を受け うるか。具体的には,内 縁の妻が,4条 の
「占有者」(occupant)あるいは5条 の 「占有者の扶養する者」(personneゑsa
charge)になるか どうか とい うことで問題 となった。
離婚婦および寡婦は この4条 によって占有維持 権 を有 す る。すなわち判例
は,寡 婦については,家 主が賃借人たる夫の死亡前に賃貸借を解約 しなかった
ときは,賃 貸借は民法1742条によって相続 し,か くして寡婦は,解 約告知され
てもすでに賃借人た る権原を有す るか ら 「善意の占有者」とみ られる,と し,
また離婚婦について も,法定共有財産制 の下で婚姻 しておれば,婚 姻住所 とな
っているアパー トの賃貸借が夫によって締結 されていてもそれは共有にな り,
その結果かの女の占有が本来明白な権原にもとつ くことになるし,夫 の住所放
棄の場合の5条 を援用す ることもで き,いずれに しても離婚婦は占有維持権を
認められる,と している。寡婦が5条 の 「家族構成員」 として占有維持を付与
されることはい うまで もない。
内縁の妻については,4条 の占有維持権は,占 有者がかの女の占有をは じめ
に 明白な権原に基づかせておかないかぎり,与 え られない。 しか し,も しかの
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幽女 が5条 の 「扶養を受けていた者」に入 ることを証 明すれば ,こ の方で 占有維
持 を主張 し得 る,と され てい る9そ して実は,5条 に 「扶養 を受け ていた者 」
の
とい う語が挿入されたのは,内 縁の妻を保護す るためであったのである。
しか し 「扶養を受けていた者」とい う語を通 してなされる内縁の妻の保護に
・は,一定の限度がある。裁判所は一・般にこの言葉を厳格に解釈 し,生計に必要
な金銭を実際に受け取 っていた者は これに入 るが,愛 人と同棲 し一緒に働 き,
そ して偽家庭(fauxm6mage)の維持に貢献 してきた女性は含まれ ない,と し
ている。いいかえれば,内 縁の夫が死亡 した場合で も,そ の内縁の妻はかれの
幽扶 養を受けていないかぎ りその家屋に居住で きな くなるわけである
。 シュヴ目
一は,金持の愛人と同棲 していて何もしていない女が占有維持権を認められる
のに反 し,ふ つ うの世帯生活を営んでいても働いている内縁の妻は内縁の夫の
"扶養を受けていなかったとい う理由で これが 拒否 され る ことは,不 公平であ
く　　
る,と 批判 している。
つぎに内縁の妻の占有維持権は賃借人の相続人に対 しても主張 しうるか。 こ
の 場合,内 縁の夫が賃借中にとつぜん死亡 した場合 と,かれが賃借人でな く単
なる占有者のときに死亡 した場合 とを区別 しなければな らないとされている。
す なわち判例によると,賃借人の内縁の妻は,賃 借人死亡後に家主か ら通告 さ
れた解約の効果を相続人に主張 し得ないのであ り,内縁の夫が死亡当時 占有者
であって賃借人でなかった場合にのみ相続人に対 し占有維持権を主張 し得 るの
である。
なお,占 有維持権のほかに,内 縁の妻がその夫か らの遺贈によって賃借権を
取得 し得ることを認めた判決がい くつかある。 それ に よる と,賃 借権は民法
1742条により賃借人の遺産 として相続人に承継 され る性格 を有す る債権であ
り,原則 として被相続人た る賃借人の遺言によ り相続人以外の者に譲渡す るこ
ともできるのであるか ら,したがって賃借人は,有 効に賃借権をかれの内縁の
くの
妻 に遺贈 で きる,と され ている。
(1)Cheverot,op.cit.,p.11;R.Pate1,G.LejeuneetG.Az6ma-Meunier,Loyers,1954,
p.131.
(2)Che▽erot,op.cit.,p.12;パ ー テ ル も 同 様 な 批 判 を し て い る(Patel・oP.cit・,)。
,(3)Cheverot,oP.cit.,P.13.
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こ うして借家法に関す る判例 を検討 したシ ュヴローは,「 一般 に,内 縁の妻
(扶養 を うけていた者)と 離婚婦 も しくは遺棄 され た配偶者にはほ とん ど対等
くり
の保護が与え られている」と結論づけている。
4結 び に か え て
以上 ごく簡単に,社 会保障立法 と借家法において内縁が どのよ うに保護され
ているかをみて きた。内縁の妻を保護す る規定はわが国の社会立法において も
み られ るのであるか ら,こ こで結びにかえて,い ちお う,これ らの社会立法の
問題,あ るいはそれが市民法た る民法にどのような影響を与えるかを考えてみ
たい。
最初にのべたように,社 会法とよばれ る法分野においては,人 を抽象的観念
的に把握 している市民法とちがって,具 体的現実的な人間,す なわち,資 本主
義経済の一定の発展段階において現実的社会的に発生 して きた貧困化 した,あ
るいは貧困の危険にさらされている一般大衆を保護救済す ることにその目的が
おかれ ているのである。と くに社会保障立法の出現は,こ れ まで個人の生活を
保障 していた家が もはやその機能をはたし得な くな り,それにかわって社会 も
しくは国家がその責任を負担するに至った ことを意味す るものでるり,しかも
この立法は,当 該社会関係における現実の生産共同体の保護を目的 とす るもの
であるか ら,そのか ぎりで,抽 象的形式的に家族を設定 してその構成員間の扶
養の権利義務関係を規定す る市民法一民法典の扶養秩序 とのあいだに矛盾を生
ぜ しめ ることにな らざるを得ない。 これを具体的にフラソス法でみ ると,民 法
典は夫婦関係については法律上の婚姻 と内縁とを厳格に区別 し,判例に よって
も内縁夫婦は不適法な結合 として相互に扶養の義務は認め られていないのであ
り,また別居についても一定の法律上の手続をとっているもののみを考えて事
実上の別居にはなん らの法的効果を与え られておらず,さ らに親子関係では,
嫡出子 と私生子のあいだに法律効果の差別をおいているだけでな く,認知され
ていない事実上の親子か らはいかなる法律関係 も生 じないのである。 これに反
して社会保障立法では,ま えにみた ように内縁の妻 が 一定 の範 囲で保護を う
(1)Cheverot,oP.cit.,P.15.
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1け,さらに,こ こでは直接には扱わなか ったが事実上の別居や親子関係につい
ても法的効果が付与 されている。 こうして両体系のあいだには明白な相違 ・矛
盾がみ られ るのである。 とりわけフラソスにおいては,判 例 ・学説 ともに民法
典 との関係で内縁の妻の保護を頑強に拒んでい るのが現状だか ら,こ の矛盾は
一・層おおいがたい ものになっている。
また このような社会立法の規定に対 して,フ ランスの学者は多 く批 判的なよ
うである。たとえばルアーは 「社会保障と家族法」において,「 さらに多 くの
規定が自由結合 と婚姻 とを同等に扱 っているのは もっと悲 しむべ きこ とであ
る。私生子の母を援助 し私生子を保護す る処置を増大 しなければな らないのは
もちろんであるが,そ のことは内縁の妻を配偶者 と同視 した り,私生子を嫡出
子 と同視すべ きことを意味するものであってはな らない。それ どころか,社 会
保障の構造 も,わ が法のすべての諸制度と同 じように,ど うして も必要な習俗
の建てなおしに寄与す るよう,婚姻および適法家族を尊重するとい う配慮のも
の
とに組立てる必要がある」といっている。 さらにまたマルチーヌも,「たいし
て誇張す ることもな く人は内縁関係の真の法的承認をかたることができ,し か
も偽世帯に与え ら加た保護はわが家族法の諸原則を覆えす危険がある。立法者
が 不適法な世帯に,婚 姻世帯 と同一ではないに しても,少 な くともそれに類似
した保護を与えていることは遺憾である。 したが って,お よそ貧困な人に対 し
てなさるべ き国家的扶助をやめることな しに,社 会立法が適法家族を優遇 し,
不適法な世帯をして婚姻に押 しや るように整理 され ることがのぞましい」 との
くわ
べて,か れの論文 「社会立法の発展 と家族法」を結んでいる。
社会立法 と民法典の間にみ られ る矛盾を解決す るためには,こ れ らの学者の
意 見にみ られるように,民 法典の伝統的な諸原則を堅持 して社会立法でもこの
立場を貫ぬいてゆ くか,あ るいは,事 実状態を尊重す る社会立法の線に沿って
民 法典の規定を解釈 もしくは改正 してゆ くか,の 二つの方法がとりあえず考え
られ る。 しか しそ うした立法論は ともか くとしても,で きるかぎ り事実上存在
す る生活共同体を中心 として保護 しなければな らない とい う社会立法の要請が
(1)A.Rouast,M61angesR弐pert,T.1,p.361.
(2)E.Mar出1e,crp.cit.,p.671.
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あ り,しか も現実にそのような要請にそ った規定が存在する以上は,そ れは伝
統的な民法典の諸原則を修正 してゆ くことになろ う。たとえば このことを内縁
にっいてみると,内 縁関係に一定の法的保護を与えている社会立法の出現は,
内縁を不適法視 している民法典の解釈に対 して重大な影響を与 えざるを得ない
だ ろうQ内縁の夫が第三者の不法行為によって死亡 した場合に,内 縁の妻には.
「法律上保護 され る正当の利益」がないか ら加害者に損害賠償を請求 し得ない
くめ
とい うのがフラソスの判例であるが,社 会立法上一定の保護を うけている内縁
の妻に 「正当な利益」がないとは もはやいえないのではなかろ うか。 このほか.
に もいろいろな場合に内縁の妻を保護する解釈が導 き出 され て くるはずであ
る。 このような点で,フ ランスの内縁法が将来 どのように発展 してゆ くか,注
目されるところである。
なお,社 会立法における内縁保護の態様についても問題がある。その態様は
大 まかに直接的な保護と間接的な保護に分け られ る。前者は,た とえば,社 会
保険の被保険者死亡の場合の死亡一時金の給付や借 家法 の 占有維 持権のよう
に,内 縁の妻が被保険者 もしくは借家人の 「扶養を受けていた者」 とされて直
接に保護 されている場合であ り,後者は,家 族手当にみ られ るように直接に保.
護されているのは未成年の子であ り,そ の間接的効果 として内縁が保護 されて
いる場合である。家族手当についてはフランスにおける人口政策的考慮がつ よ
く反映 しているとしても,そ もそ も私生子は両親の結合が適法か不適法かによ
って嫡出子 とのあいだに差別を設け られ るいわれがないのであるか ら,こ のよ
うな私生子の保護をつ うじてなされる内縁の保護は今後 もつづけ られてゆ くだ
ろ う。問題はむ しろ内縁を直接に保護す る場合にあるように思われ る。 こうし
た保護を与えるべ きでないとい う議論は,こ こでは論外としても,内 縁の妻の
保護をどのような形でなすべ きかは問題であろ う。内縁の妻を法律上の配偶者
と同視するか,あ るいは,夫 の 「扶養を受けている者」 として把握するか,こ
とに後者の態様をとった場合に,借 家法5条 の占有維持権にみ られるような不
合理があらわれて くるので,今 後の立法が注 目され る。
法律上一定の形式をととのえている男女の結合のみを婚姻とみるのがのぞ ま
(1)拙 稿 「フランス民法と内縁」小樽商科大学創立五十周年記念論文集498頁σ
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しいならば,で きるかぎ り多 くの結合を正式の婚姻に至 らしめるために,そ の
形式ない しは手続を簡易なものにす ることが必要であるが,同 時にそ こには,
現実に存在する法律上の方式をとっていない結合を どのように保護するかとい
う問題が当然お こって くる。事実上の婚姻に全 く法的効果を与えなければ多 く
の内縁をして正式の婚姻に入 ることを余儀な くされ るわけであるが,そ れに し
ても内縁にとどまっている者,と くに弱者たる内縁の妻はみ じめである。反対
に,内 縁にで きるか ぎり婚姻に準 じた保護を与えれば,多 くの結合は正式の婚
姻をしな くなるだろ う。内縁問題の焦点は ここに存す るといえ よう。
